
貴自治体名 蟹江町               

懇談日時 １０ 月 ２７ 日（ 木 ） 午前 ・ 午後  １ 時 ００ 分～ ２ 時 ００ 分 

懇談会場  蟹江町役場 ３階 協議会室   ※会場が確定している場合はご記入ください。 

２０１６年自治体キャラバン請願・陳情項目についてのアンケート 
【１】１．介護保険・高齢者福祉  担当課（高齢介護課）電話（0567-95-1111）ＦＡＸ（0567-95-9188） 

①保険料の市町村独自の低所得者への減免措置がありますか。  

（   ）ない  （○）ある→実施年月（ ２００３年４月 ）２０１５年度実績（ ５１２ ）件 （ ６，８８６，０１０ ）円 

②利用料の市町村独自の低所得者への滅免措置がありますか。 実施年月、２０１５年度実績 

（○）ない  （   ）ある→実施年月（     年  月）２０１５年度実績（     ）件（        ）円 

③特別養護老人ホームの待機者について 

１）特別養護老人ホームの待機者（要介護３以上）は、何人ですか。（ ７７ ）人 （ ２０１６年７月現在 ） 

２）要介護１、２で待機状態にある人を把握していますか。 

（○）把握していない   （    ）把握している→（         ）人（    年   月現在） 

④介護給付費準備基金について 

２０１４年度末の残高（ ９４，０３４ ）千円 ２０１５年度末の残高（ １１６，２９１ ）千円 

※決算前の場合は見込額 

⑤地域包括支援センター設置数（ ２ ）カ所  直営（ ０ ）カ所、 委託（ ２ ）カ所  

  職員配置人数（ ７ ）人   正職員（ ６ ）人、非正規職員（ １ ）人 

  地域包括支援センターの設置圏域の基準をご記入ください 

１つのセンターの担当第１号被保険者数は 3,000人～6,000人とする 

⑥施設入所前健康診断費用の助成について    （   ）助成している  ２０１５年度実績（     ）件 

（○）助成していない 

⑦紙おむつ、衛生用品の費用助成について   （○）助成している  ２０１５年度実績（ ２ ）件 

（   ）助成していない 

⑧介護保険における通院時の院内介助について   （   ）認めている  （○）認めていない 

⑨介護保険における入院中のヘルパー派遣について   （   ）認めている  （○）認めていない 

⑩住宅改修の受領委任払い制度を実施していますか。 

（    ）実施している→実施年月日（    年   月  日） ２０１５年度実績（     ）件 

（    ）検討中である  （○）実施の予定がない 

⑪福祉用具の受領委任払い制度を実施していますか。 

（    ）実施している→実施年月日（    年   月  日）  ２０１５年度実績（     ）件 

（    ）検討中である  （○）実施の予定がない 

⑫高額介護サービス費の受領委任払い制度を実施していますか。 

（    ）実施している→実施年月日（    年   月  日）  ２０１５年度実績（     ）件 

（    ）検討中である  （○）実施の予定がない 

⑬配食サービスについて、該当項目に○印を付し、必要事項をご記入ください。 

配
食
方
式 

実施の有無 （○）実施している（  ）していない（  ）検討中である 

実施の回数（週〇回昼・夕などと記入） 週５回 

1日平均利用者数（２０１５年度） 総延べ食事数（ ４，７１５ ）食÷年間配食日数（ ９８ ）

日＝１日当たり平均（ ４８ ）食 

1食あたりの助成額 ２１５円 

1食あたりの利用者負担額 ２００円 

会
食
方
式 

実施の有無 （○）実施している（  ）していない（  ）検討中である 

実施の回数（週〇回昼・夕などと記入） １１回（月１回昼） 

1日平均利用者数（２０１５年度） 総延べ食事数（ ８６４ ）食÷年間配食日数（ １１ ）日 

＝１日当たり平均（ ７９ ）食 

1食あたりの助成額 無 

1食あたりの利用者負担額 ２００円 

⑭独居・高齢者世帯へのゴミ出し援助について 

実施の有無 （  ）実施している （○）していない （  ）検討中である 

対象事業の名称  



対象者の要件  

１カ月平均利用者実数（２０１５年度）  

⑮住宅改修の独自の助成制度について、該当項目に○印を付し、必要事項をご記入ください。 

助成制度の有無 （  ）助成制度がある （○）助成制度はない （  ）検討中である 

制
度
内
容 

（  ）介護保険に上乗せして実施している 

上乗せの助成額  利用者実数（２０１５年度）  

（  ）介護保険利用者以外の助成制度がある 

対象者と、その要件  

助成額  利用者実数（２０１５年度）  

⑯ひとり暮らし、高齢ふたり世帯などへの安否確認、見守り、買い物などの生活支援の施策を実施していま

すか。ある場合は、支援内容をご記入ください。 

友愛訪問は福祉電話による安否確認を行っている 

⑰高齢者や障害者への、外出支援のための施策について、該当項目に〇印を付し、必要事項をご記入く

ださい。 

地
域
巡
回
バ
ス 

実施の有無 （○）実施している（  ）していない（  ）検討中である 

地域巡回バスの名称 お散歩バス 

利用料 高齢者〈     歳以上〉（       ）円、障害者（       ）円 

一般（      ）円、子ども〈     歳～     歳〉（       ）円 

その他特記事項 どなたも無料でご利用いただけます。 

コースは３種（オレンジ・グリーン・日曜）あります。 

２０１５年度の運行実績 どなたも無料でご利用いただけます。 

コースは３種（オレンジ・グリーン・日曜）あります。 

タ
ク
シ
ー
代
助
成 

実施の有無 （○）実施している  （  ）していない  （  ）検討中である 

各対象者の要件及び助成内容 

対象者 助成要件 ２０１５年度の助成実績 

高齢者 無 （         ）人 

障害者 障害者手帳１・２・３級又は療育手帳Ａ・Ｂが対象で、

初乗り料金とお迎え料金を支給 

（ ３９３ ）人 

要介護認定者 無 （         ）人 

⑱宅老所・街角サロンなどの高齢者のたまり場事業に助成金を出していますか。（社会福祉協議会の助成

は含めないでください） 

実施の有無 （  ）実施している  （○）していない  （  ）検討中である 

実施事業の名称  

助成対象  

助成金について 金額（                 ）円→（  ）年額 （  ）月額 （  ）１回のみ 

助成箇所数  

⑲介護認定者の障害者控除の認定について 

１)認定書の発行枚数(２０１５年度実績) は （ ５２ ）枚 

２)介護認定者に障害者控除の申請書または認定書を自動的に送付していますか。 

（   ）申請書を送付している → ２０１５年度（         ）件 

（   ）認定書を送付している → ２０１５年度（         ）件 

（○）自動的には送付していない 

３)認定書の発行の条件 

（   ）介護認定者のうち、要支援２以上は基本的に発行している 

（   ）介護認定者のうち、要介護 １以上は基本的に発行している 

（   ）医師の証明書（意見書）の提出の上、判断している 

（○）介護認定時の認定調査票または主治医の意見書で判断している 

（   ）次のような方法で判断している（                                      ） 

 

 

 

 



２．国民健康保険  担当課（保険医療課）電話（0567-95-1111）ＦＡＸ（0567-95-9188） 

①国保保険料（税）（医療給付費分と後期高齢者支援金分の合計）について 

 区分 定   義 ２０１４年度 ２０１５年度 ２０１６年度 

保
険
料
・税
率 

所得割 旧但し書き額 × （ ５．９ ）％ × （ ５．９ ）％ × （ ５．９ ）％ 

資産割 固定資産税額 × （ ５０ ）％ × （ ５０ ）％ × （ ５０ ）％ 

均等割 加入者１人につき ２３，０００円 ２３，０００円 ２３，０００円 

平等割 １世帯につき ２５，０００円 ２５，０００円 ２５，０００円 

１人当たり調定額（平均保険料） ７９，３３０円 ８０，６７６円 ８２，２２５円 

一般会計からの１人当たり法定外繰入額 １０，１３６円 ９，３６９円 ５，５２５円 

※２０１６年度の「一般会計からの１人当たり法定外繰入額」は、予算額をご記入ください。 

②モデルケースの保険料について 

下記のモデルケースでの国民健康保険料（２０１６年度・年額）をお書きください。なお、世帯員で後期

高齢者医療制度に移行されたケースでの軽減措置はないものとして計算してください。また資産割が

ある場合は固定資産税５万円で計算してください。政令軽減がかかった後の金額でおねがいします。 

世帯所得 １００万円 ２００万円 ３００万円 

①現役４０歳代夫婦と未成年の

子ども２人の４人世帯 

医療分 ９８，４００円 １７３，６００円 ２３９，４００円 

介護分 ２６，０００円 ４６，４００円 ６４，０００円 

後期高齢者支援分 ２４，５００円 ４３，４００円 ６０，０００円 

②６５歳以上７４歳以下で年金

生活高齢者夫婦のみ２人世帯 

医療分 ７９，９００円 １５５，４００円 ２０２，４００円 

後期高齢者支援分 ２０，０００円 ３９，０００円 ５１，０００円 

③６５歳以上７４歳以下で年金

生活者・独居世帯 

医療分 ８９，９００円 １３６，９００円 １８３，９００円 

後期高齢者支援分 ２２，５００円 ３４，５００円 ４６，５００円 

③保険料（税）の市町村独自の軽減・減免制度 

１）市町村独自の低所得者減免を実施している場合は、その要件をご記入ください。 

地方税法第７０３条の５並びに蟹江町国民健康保険税条例第２４条により、７割、５割、２割の減

額。 

２）保険料（税）の収入減を理由にした減免を実施している場合は、その要件をご記入ください。 

世帯主及び世帯に属する被保険者が失業または、その事業を廃止し、若しくは休止したことなど

の事業により生活が困難となった場合であって、当該年の所得見込額が前年の総所得金額の 

１/２以下に減少すると認められるとき。 

④資格証明書 ※２０１６年８月１日現在でご記入ください。 

１）資格証明書は交付していますか。  （  ）交付していない  （○）交付している→（ １ ）世帯 

２）資格証明書を交付している場合、交付に当たっては、面接を実施していますか。 

（○）必ず面談している  （  ）面談がなくても交付する場合がある  （  ）その他 

３）資格証明書交付世帯のうち、高校生世代以下の子どものいる世帯数・子ども数 

世帯数（ ０ ）世帯 内、乳幼児（  ）人、小学生（  ）人、中学生（  ）人、高校生世代（  ）人 

上記のうち、６カ月以上の短期保険証を交付していない資格証明書未解消世帯数・子ども数 

世帯数（   ）世帯 内、乳幼児（  ）人、小学生（  ）人、中学生（  ）人、高校生世代（  ）人 

４）資格証明書の交付除外で配慮している点がありますか。 

（○）国の基準どおり実施している 

（○）独自に配慮し、次の場合は交付対象から除外している 

（  ）高校生世代以下の子どものいる世帯 

（  ）障害者・母子家庭等医療費助成制度の対象世帯 

（  ）病弱者のいる世帯 

（○）次の場合は、交付対象から除外している 

弁明書により、特別な事情と判断したとき。 

５）資格証明書発行世帯で緊急時の短期保険証への切り替えについての基準をご記入ください。 

世帯主から、子どもが医療を受ける必要が生じ、一時払いが困難との申し出があった場合には、

緊急的措置として短期被保険者証を交付する。 

⑤短期保険証 ※２０１６年８月１日現在でご記入ください。 

１）有効期間別（交付時から有効期限が切れるまで）の交付数 



※資格証明書交付世帯の高校生世代以下の短期保険証は除く 

・１カ月以内（     ）人  ・２カ月（     ）人  ・３カ月（ ３４７ ）人  ・４カ月（     ）人 

・５カ月（     ）人  ・６カ月（ １０６ ）人  ・１年（     ）人  ・その他（            ） 

２）短期保険証発行の基準をご記入ください。 

１年以上、国保税（延滞金も含む）の未納がある世帯。 

３）短期保険証について、有効期限以外に特別な表示をしていますか。 

（○）通常の保険証と同じ 

（   ）通常の保険証と区分している →表記している文字・マークなど（                ） 

⑥保険料（税）滞納者への差押えについて（２０１５年度） 

１）差し押さえの基準（                                                ） 

２）分納者への対応（                                                 ） 

３）予告通知書の発行（     ）件 

４）差押え件数 不動産（ ８ ）件 預貯金（ １２８ ）件 生命保険（ ２６ ）件（内学資保険（ １ ）件） 

その他（ １２０ ）件（給与、年金） 

５）競売などによる現金化  （ ９１４ ）件 （ 49,413,065 ）円 

⑦国保加入者だが、保険証・短期保険証・資格証明書が届いていない人数をご記入ください。 

※２０１６年８月１日現在でご記入ください。 

１）交付した保険証・短期保険証の留め置き人数 （ ３１ ）人 

２）保険証・短期保険証・資格証明書のいずれも交付していない未交付人数 （ ０ ）人 

３）その他（                                                   ） 

⑧国民健康保険法第４４条の一部負担減免制度について 

１）一部負担減免制度を実施していますか。 

（○）実施している    （  ）検討中である    （  ）実施の予定がない 

２）実施している場合、 

・生活保護基準を目安にした減免基準を設けていますか。 

（○）設けている     （  ）検討中である    （  ）設けていない 

・生活保護基準を目安にした減免基準を満たしている場合、災害や事業・業務の休廃止、失業など

による収入の減少などに該当していなくても減免の対象となりますか。 

（○）生活保護基準を目安にした減免基準を満たしていれば、減免の対象となる。 

      （  ）生活保護基準を目安にした減免基準に加え、災害や事業・業務の休廃止、失業などによる

収入の減少などの要件を満たす必要がある。 

（  ）その他（                                       ） 

３）相談・申請の実績（２０１５年度） 

・自治体窓口（電話相談なども含む）への相談件数（ ５ ）件 

・申請件数 （ ５ ）件   ・減免件数 （ ５ ）件   減免金額 （ ３２，１００ ）円 

⑨高額療養費について 

１）申請勧奨 

（   ）自動払いしている  （   ）申請書を送付している  （○）通知ハガキを送付している 

２）支給件数（２０１５年度） 

・高額療養費支給件数（ ４，１４８ ）件、 金額（ ２２７，４０７，８３３ ）円 

・高額療養費該当者の内、未申請件数（           ）件、 金額（             ）円 

⑩葬祭費について 

１）申請勧奨 

（   ）実施していない   （   ）申請書を送付している   （   ）通知ハガキを送付している 

（○）その他（保険証の喪失手続き時に葬祭費の請求を同時に受付けている。） 

２）支給件数（２０１５年度） 

・葬祭費支給件数（ ５２ ）件、 金額（ ２，６００，０００ ）円 

・葬祭費支給該当者の内、未申請件数（           ）件、 金額（             ）円 

⑪国保運営協議会について 

１）運営協議会の公開   （○）公開していない   （   ）公開している 

２）運営協議会委員の公募枠   （○）ない  （   ）ある → （    ）人 

 



３．税の滞納について  担当課（税務課）電話（0567-95-1111）ＦＡＸ（0567-95-9188） 

①滞納整理マニュアルはありますか   （   ）ある  （○）ない 

②滞納者のうち地方税法第１５条（納税緩和措置）の適用について（２０１５年度） 

１）徴収の猶予について  申請件数（ ０ ）件  許可件数（ ０ ）件 

２）換価の猶予の適用件数（ ０ ）件 

３）滞納処分の停止の適用件数（ ５８ ）件 

③地方税滞納整理機構に引き継いだ件数（２０１５年度内に引き継いだ件数）（ ９７ ）件 

④地方税滞納整理機構に引き継ぎをする基準 

滞納額が概ね３０万円以上のもので年間１００件程度 

納税もないような悪質な案件を機構に引き継いでいる。 

⑤少額でも滞りなく分納している納税者も地方税滞納整理機構に引き継ぎますか 

（   ）引き継ぐ  （○）引き継がない 

 

 

 

 

４．生活保護  担当課（住民課）電話（0567-95-1111）ＦＡＸ（0567-95-9188） 

①生活保護の申請件数とその保護件数について 

２０１５年度相談件数 （ ９５ ）件、申請件数 （ ３５ ）件、そのうち保護開始件数 （ ３４ ）件 

②２０１６年４月現在の受給世帯数と人数  （ １９１ ）世帯  （ ２４８ ）人 

※以下は市のみお答えください 

③生活保護担当職員（ケースワーカー）及び１職員（ケースワーカー）当たりの担当受給者について 

 生活保護担当職員について １職員当たりの担当受給者数 

正規 

職員数 

生保担当の 

平均在任年数 

非正規 

職員数 

世帯数 人数 

２０１５年４月現在 人 年   カ月 人 世帯 人 

２０１６年４月現在 人 年   カ月 人 世帯 人 

④生活保護窓口等への警察官ＯＢの配置について 

警察官ＯＢの配置はありますか  （   ）ある   （   ）ない 

「ある」場合 配置している人数（    ）人 ※今年度の人数をご記入ください 

配置を開始した年月（    ）年（    ）月 

その職員が担当している業務（                               ） 

「ない」場合 今後の計画は（   ）ない   （   ）ある   （   ）検討中 

計画が「ある」場合の配置予定時期と人数（       年    月）（    ）人 

⑤生活困窮者自立支援のための事業について 

１）実施しているものに○印をつけ、運営形態と委託の場合は委託先を記入してください。 

（   ）自立相談支援事業 （   ）直営 （   ）委託 → 委託先（                  ） 

（   ）住宅確保給付金の支給 （   ）直営 （   ）委託 → 委託先（                 ） 

（   ）就労準備支援事業 （   ）直営 （   ）委託 → 委託先（                  ） 

（   ）一時生活支援事業 （   ）直営 （   ）委託 → 委託先（                  ） 

（   ）家計相談支援事業 （   ）直営 （   ）委託 → 委託先（                  ） 

（   ）子どもの学習支援事業 （   ）直営 （   ）委託 → 委託先（                ） 

（   ）その他（記述：                                  ） 

２）就労訓練事業（中間的就労）の実施箇所数  （     ）カ所 

 

 

 

 

 

 

 

 



５．子育て支援策  担当課（子育て推進課･教育課等）電話（0567-95-1111）ＦＡＸ（0567-95-9188） 

①「子どもの貧国対策大綱」を受けた、自立支援計画について 

   １）自立支援計画の有無について    (   )ある(    年  月策定)  (○)ない 

   ２）自立支援給付金事業について    (   )実施(    年  月実施)  (○)未実施 

       ２０１５年度実績 (      )件  給付額(           )円 

       ２０１６年度予算 (      )件  給付額(           )円 

   ３）日常生活支援事業について     (   )実施(    年  月実施)  (○)未実施 

       ２０１５年度実績 (      )件  給付額(           )円 

       ２０１６年度予算 (      )件  給付額(           )円 

   ４）教育・学習支援について     (   )実施(    年  月実施)  (○)未実施 

       ２０１５年度実績 (     )カ所(      )人  実施時期(                         ) 

       ２０１６年度予算 (     )カ所(      )人  実施時期(                         ) 

 ５）ＮＰＯなどが取り組む「無料塾」や「こども食堂」への支援について 

     ・「無料塾」への支援について  (   )実施(     年  月実施)   (○)未実施 

２０１５年度実績 (    )カ所(      )人、 ２０１６年度予算 (    )カ所(      )人 

支援方法(                                  ) 

     ・「こども食堂」への支援について  (   )実施(    年  月実施)  (○)未実施 

２０１５年度実績 (    )カ所(      )人、 ２０１６年度予算 (    )カ所(      )人 

        支援方法(                                  ) 

②子どもの医療費助成制度を、愛知県の基準を上回る内容を実施している場合はその内容をご記入く

ださい。（対象年齢、対象者、入院・入院外の区分、現物給付・償還払の区分、所得制限など） 

※２０１６年９月１日現在、または今後変更を予定している場合は実施時期と内容をご記入ください。 

平成２４年７月から中学校卒業年度末までの子ども、入院外、現物給付、所得制限なし。 

③子どもの医療費助成制度で、入院時食事療養費の自己負担部分の助成を 

実施の有無 （  ）実施している （○）していない （  ）検討中である 

助成対象者 
（  ）子ども医療費助成制度の対象年齢と同じ 

（  ）上記と異なる → （具体的に                         ） 

患者自己負担額 （  ）無料     （  ）その他（                           ） 

助成方法 （  ）現物給付     （   ）償還払い 

④就学援助 

１）保護者への広報はどのようにしていますか。 

（○）入学説明会  （   ）入学式  （   ）始業式  （○）ホームページ （○）市広報 

（   ）その他（                                 ） 

２）就学援助の認定対象基準をご記入ください。 

生活保護基準額の（ １．１ ）倍・金額（           ）円 

 

 

３）生活保護基準引き下げに対して、どのような対応をされましたか。 

（  ）就学援助認定基準を引き上げた → 【2015年度    倍 → 2016年度    倍】 

（  ）何もしていない 

（○）その他（下欄にご記入ください） 

判定は新基準でしているが、超過した場合は旧基準で再計算し判定する。 

（旧基準の限度内なら認定している。） 

 

４）就学援助の対象となる認定基準額または所得基準額（年額）をご記入ください。 

・２人家族（母３０歳代、子ども小学生の場合）  …  （約１８０万(持家)、約２４０万(賃貸)※）円 

・４人家族（父母は３０歳代、子ども小学生と４歳児の場合）…（約２４０万(持家)、約３００万(賃貸)※）円 

※家賃額により減額の場合あり。 

５）申請書の受付先 （○）市町村窓口  （   ）学校   （   ）市町村窓口と学校のどちらも可 

６）民生委員の証明は必要ですか  （   ）必要である  （○）必要ない 

７）就学援助受給者数・予算額をご記入ください。 



 

 

※受給割合は、小数点第１位までご記入ください。 

※２０１６年度の支給額は見込み額をご記入ください。 

８）就学援助家庭の給食費の支払い方法  （  ）現物支給  （  ）償還払い  （○）その他 

９）就学援助の項目について 

（○）学用品費 （  ）体育実技用具費 （○）入学準備金 （○）通学用品費 （  ）通学費  

（○）修学旅行費 （  ）クラブ活動費 （  ）生徒会費 （  ）ＰＴＡ会費 （○）給食費  

（○）校外活動費(宿泊を伴わないもの) （  ）校外活動費(宿泊を伴うもの) （  ）医療費  

（  ）日本スポーツ振興センター掛け金 （  ）めがね・コンタクトレンズ （  ）卒業記念品 

（  ）その他（                                                   ） 

⑤学校給食について（２０１６年度） 

１）給食費未納の児童・生徒も含め、全員が学校給食を食べられていますか。 

（○）食べられている  （   ）未納者には給食支給を停止している  （   ）その他 

給食費未納の児童・生徒への学校、自治体の対応（例：就学援助をすすめるなど） 

学期ごとに学校を通じて通知、また奨めに応じた保護者から児童手当の一部を給食費として徴

収しています。 

２）給食費への自治体独自の補助などの施策 （例：半額補助、第２子以降無料など） 

消費税率変更及び物価上昇の動向に対し、子育て世代への経済的支援として一食当たり３０円

の公費負担を行い、保護者負担金を据え置いています。 

３）給食の実施状況 

 全校数 
自校方式実施数 センター方式実施数 １食当たりの 

給食費 直営 委託 直営 委託 

小学校 ５校 校 校 ５校 校 ２６０（２３０）円 

中学校 ２校 校 校 ２校 校 ３００（２７０）円 

⑥児童虐待の現状と対応並びに早期発見、未然防止対策について（２０１５年度） 

１）件数（ １０ ）件  対応職員（ ４ ）人、うち専門職（ ２ ）人 

２）専門職の職種について  （  ）児童福祉司 （  ）社会福祉士 （  ）臨床心理士 （○）保健師 

（  ）保育士  （  ）教員  （  ）その他（                ） 

３）現状に対する課題 

対応が困難なケースが増加している。関係機関・専門職種との連携が不可欠であり、今後は 

さらなる相互理解に基づく実質的なネットワークをどう確保していくかが課題である。 

４）未然防止、早期発見・対応、啓発活動等に関する実施施策について 

厚生労働省が定めた「児童虐待防止推進月間」（１１月）にあわせて、町広報紙に啓発内容を 

掲載した。また、町内施設に児童虐待防止ポスターを掲示した。 

⑦児童のいじめに対する対応策はどのようにとっていますか。 

 

 

 

⑧保育について 

１）国が 2月 18日に出した、朝夕の保育士配置の緩和、小学校教諭・幼稚園教諭などを保育士と見な

す緩和等々の「保育所等における保育士配置に係わる特例について」について、愛知県は条例に

盛り込みました。 

     （   ）積極的に活用する  （○）活用しない  （   ）わからない 

その理由（児童の安全を確保するため、あくまで保育士資格を有する者を優先したい。） 

２）待機児童（ ０ ）人 （０歳児  人１歳児  人２歳児  人３歳児  人４歳児   人５歳児  人） 

     利用保留児童（隠れ待機児童）（ ３０ ）人  

               （０歳児 １７人 １歳児 ７人 ２歳児 ６人 ３歳児  人４歳児   人５歳児  人） 

      具体的な解消方法（平成２９年度より乳児の受け皿の拡大を図る。） 

 

 

 

 ２０１５年度 ２０１６年度 

受給者数 ２０４人 ２４５人 

受給割合 ７．０％ ８．５％ 

支給額 １２，７７７，５９０円 １６，４９３，４００円 

（例）学校にカウンセラー等、専門職を配置 

担当職員のみで対応することなく、複数職員で対応している。 

 



６．高齢者医療など  担当課（保険医療課･高齢介護課）電話（0567-95-1111）ＦＡＸ（0567-95-9188） 

①後期高齢者福祉医療費給付（福祉給付金）制度について、愛知県が補助基準から外した「ひとり暮ら

しの非課税者」を引き続き対象にしていますか。 

（   ）対象にしている   （   ）縮小して対象にしている   （○）県基準どおりにした 

②上記①以外に愛知県の補助基準を上回る内容を実施している場合はその内容をご記入ください。 

入院・・精神３級  通院・・精神３級かつ自立支援 

③２０１６年８月１日現在の対象者 

後期高齢者医療被保険者 （ ４，２５２ ）人 

後期高齢者福祉医療費給付（福祉給付金）制度対象者    （ ５４９ ）人 

内 ひとり暮らし非課税者（ ０ ）人 

その他の県基準を上回る市町村独自対象者（ ０ ）人 

④後期高齢者医療について 

保険料滞納者数（ ９７ ）人   短期保険証発行人数（ １ ）人 

差し押さえ（２０１５年度）件数（ ０ ）件、金額（          ）円 

 

７．障害者施策  担当課（子育て推進課）電話（0567-95-1111）ＦＡＸ（0567-95-9188） 

①訪問系各サービスの支給状況について（７月時点） 

最多支給時間は７月の１カ月。平均時間は１カ月あたりでご記入ください。 

 支給者数(人) 昨年同月比（％） 最多支給時間数 

(時間) 

平均支給時間数 

(時間) 

居宅介護 ４２ １３５．５ ２７３．５ ７６７．５ 

重度訪問介護 １ １００ １７５ １６０．９ 

行動援護 ２ １００ ２０ ２５．２ 

同行援護 ０ ０ ０ ０ 

②地域生活支援事業の移動支援 

支給者数（ ５３ ）人   最多支給時間数（ ３４ ）時間   平均支給時間数（ １５６．６ ）時間 

③訪問系サービスの支給基準  （○）あり   （   ）なし 

④計画相談支援の７月利用実績  （ ３７ ）人 

計画相談支援実施上の問題点があればご記入ください 

相談支援専門員の人員不足、質の確保 

⑤介護保険サービスと障害福祉サービスの併給について 

１）併給をしている人の人数（ ５ ）人（H２８年８月１日現在）・対昨年同月比( １２５ )％ 

２）併給している障害福祉サービスの居宅介護について 

平均何時間支給していますか（ ６６ ）時間 

３）介護保険の被保険者が障害福祉サービスを上乗せ利用する場合の条件（いずれかに○） 

（○）介護保険サービスのみで、必要なサービスを確保できない状況であれば、障害福祉サービス

の上乗せが可能としている。 

（   ）上記に加え、何らかの条件を設けている。 

※どのような条件があるか、できるだけ詳しく記入してください。 

（例）・要支援の該当者は、上乗せができない。 

・障害者手帳所持者(肢体不自由の身体障害者手帳 1級所持者に限る) 

・介護保険の要介護度が要介護 5の者(ただし区分変更しても要介護 5にならない場合

は、要介護 4以下でも検討可能) 

・介護保険サービスの約半分以上を訪問介護が占めていること  等 

 

 

⑥６５歳以上の障害者で障害福祉サービスのみの利用者について 

   介護給付支給決定者数（ ５ ）人（H２８年８月１日現在） 

訓練等給付支給決定者数（ ４ ）人（H２８年８月１日現在） 

 

 



８．健診事業  担当課（健康推進課）電話（0567-96-5711）ＦＡＸ（0567-96-5251） 

※２０１６年度の実施状況をご記入ください。 

①実施方式・各方式での自己負担金と毎年受診の可否 

健診（検診）の種類 実施方式 
個別方式 集団方式 前年度

受診率 自己負担 毎年受診 自己負担 毎年受診 

特定健診 個別・集団 
７０歳未満 
１，０００円 

可・不可 同左 可・不可 ３３．７ 

が
ん
検
診 

胃がん 
X線 個別・集団 

４０～６９歳 
２，８００円 
７０歳～ 

１，４００円 

可・不可 

３０～３９歳 
２，６００円 
４０～６９歳 
1，３００円 
７０歳～ 

６００円 

可・不可 ８．９ 

内視鏡 個別・集団  可・不可  可・不可 ― 

大腸がん 個別・集団 

４０～６９歳 
７００円 
７０歳～ 

４００円 

可・不可 

３０～３９歳 
６００円 
４０～６９歳 
５００円 
７０歳～ 

２００円 

可・不可 １６．２ 

肺がん 個別・集団 

４０～６９歳 
１，１００円 
７０歳～ 

６００円 

可・不可 

３０～６９歳 
６００円 
７０歳～ 

３００円 

可・不可 １１．２ 

子宮がん 個別・集団 

２０～６９歳 
１，１００円 
７０歳～ 

６００円 

可・不可 

２０～６９歳 
１，１００円 
７０歳～ 

５００円 

可・不可 ８．７ 

乳がん（マンモグラフィー） 個別・集団 

４０～６９歳 
１，５００円 
７０歳～ 

８００円 

可・不可 

４０～６９歳 
１，５００円 
７０歳～ 

７００円 

可・不可 １０．６ 

前立腺がん 個別・集団 

５０～６９歳 
１，０００円 
７０歳～ 

５００円 

可・不可 

５０～６９歳 
１，０００円 
７０歳～ 

５００円 

可・不可 １４．８ 

歯周疾患 個別・集団 
クーポン 

のみ 
可・不可 

１８歳以上 
５0０円 

可・不可 ― 

②乳がん検診時の視触診について 

（○）実施している  （  ）実施していない 

③乳がん検診時に超音波検査の実施を 

（○）対象としている 【対象年齢 ３０歳以上 】 

（  ）対象としていない 

③４０歳未満の住民を対象にした特定健診に準じた一般健康診査について 

（○）実施している → 健診内容 （○）特定健診と同じ  （   ）特定健診とは異なる 

（  ）実施していない 

④歯周疾患検診の対象年齢・回数 

（  ）節目年齢に限定せず毎年受けられる    （  ）４０・５０・６０・７０歳の年に受けられる 

（○）その他（２０歳・３０歳・４０歳・５０歳・*６０歳 *本年度６０歳を迎えるかた ） 

 

 

 

 

 



【２】国または愛知県に対して既に意見書・要望書を提出している項目と提出年月日を教えてください。 

※２０１５年９月以降の提出分をご記入ください。 

 意見書・要望書の種類 提出年月日 

国 

①消費税率の１０％引き上げ中止を求める意見書・要望書 年  月  日 

②若者も高齢者も安心の年金制度の確立を求める意見書・要望書 年  月  日 

③介護保険制度の改善を求める意見書・要望書 年  月  日 

④１８歳年度末までの医療費無料制度創設を求める意見書・要望書 年  月  日 

⑤福祉医療助成に対する国庫負担金削減措置の廃止を求める意見

書・要望書 
２０１６年 ３月２３日 

⑥後期高齢者の保険料軽減特例の恒久化を求める意見書・要望書 年  月  日 

県 
①福祉医療制度を守り、拡充を求める意見書・要望書 年  月  日 

②県民の医療を守り、医療提供体制の充実を求める意見書・要望書 ２０１６年 ３月２３日 

 

【３】次の資料（各 1部）の添付をお願いします。  

①介護保険に関する条例・要綱（昨年と同じ場合は結構です） 

②介護保険の補足給付申請時に利用者が提出する、申請書の様式及び同意書や資産内訳書等の関

連文書 

③アンケート【１】１の⑲の「障害者控除の申請」に関する広報の写し・案内文書 

④アンケート【１】３の①の「滞納整理マニュアル」（昨年と同じ場合は結構です） 

⑤就学援助に関する父母向けの案内文書（昨年と同じ場合は結構です） 

⑥国保一部負担金の減免に関する条例・要綱 （昨年と同じ場合は結構です） 

⑦アンケート【２】に関する国または県に提出した意見書・要望書の写し（２０１５年９月以降の提出分） 

☆ご協力ありがとうございました 


